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資料１－①

当初予算額
（単位：千円）

構成比

106,310,000 100.0%

1,609,074 1.5%

56,533 0.1%

1,665,607 100.0%

25,479 1.5%

（単位：千円）

04年度当初予算額
（前年度当初予算額）

構成比
（前年度構成比）

19,673 77.21%

(22,801) (16.68%)

209,340 821.62%

(295,400) (216.16%)

4,665 18.31%

(4,923) (3.60%)

8,400 32.97%

(5,100) (3.73%)

412,268 1618.07%

(412,630) (301.94%)

441 1.73%

(241) (0.18%)

※再掲項目のみ - -

109,154 428.41%

(425,023) (311.01%)

うち中小企業振興施策に
係る予算

令和４年度　徳島市

一般会計

商工費（A)

労働費（B)

（A)+(B)

経営革新・技術革新

創業の促進

人材の確保・定着

活発な経済活動のための環境整備

その他

６　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　小規模企業者の経営の状況及び成長発展の状況に応じ必要な考慮を払うこと

１ 中小企業者の経営の革新及び創業を促進すること　　　　　　　　　　　　　

２　中小企業者の経営基盤の強化を促進すること

４　中小企業の振興に関する市民の理解を深め、協力を促進すること

３　中小企業者の経済的社会的変化への適応の円滑化を促進すること

金融の円滑化

中小企業振興に関する意識啓発

c中小企業振興施策の概要

民生費
48.3%

土木費
10.6%

衛生費
9.9%

公債費
8.4%

教育費
8.8%

総務費
8.2%

その他
4.5%

商工費
1.5%

労働費
0.1% トクシィ

徳島市では平成27年4月1日から中小企業振興基本条例を施行し、様々な中

小企業振興のための施策を実施しています。令和４年度中小企業振興施策の

当初予算は、以下の通りです。
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目次 

R4年度決算額 

（予算額）（単位：

円） 

頁 

 １ 中小企業者の経営の革新及び創業を促進すること                            

経営革新・技術革新 

(1) 中小企業販路拡大支援事業 
9,550,677 

（19,673,000） 
5 

創業の促進 

(2) 創業促進事業 
7,370,495   

（9,340,000） 
6 

(3) 起業家育成資金貸付金 
  200,000,000 

(200,000,000)  
7 

 

 ２ 中小企業者の経営基盤の強化を促進すること                            

人材の確保・定着 

(4) 中小企業等人材育成等事業 
        904,003 

      （2,265,000） 
8 

(5) 女性・若者活躍推進支援事業 
        900,000 

      （900,000） 
9 

(6) 
ダイバーシティ経営企業応援事業 

（旧ワークライフバランス推進事業） 

700,000  

（1,500,000） 
10 

(7) 
ハローワークとの共催による就職面接会の開

催 

  0 

          （0）  
11 

活発な経済活動のための環境整備 

(8) 商店街等活性化支援事業 
       1,091,000 

     （3,900,000） 
12 

(9) 中心市街地出店支援事業 
2,012,000 

（4,500,000） 
13 

 

中小企業振興施策一覧 

資料１－② 



3 

 

 R4年度決算額 

（予算額）（単位：

円） 

頁 

 ３ 中小企業者の経済的社会的変化への適応の円滑化を促進すること                          

金融の円滑化 

(10) 経済変動対策特別資金貸付金 
400,000,000  

    （400,000,000）  
14 

(11) 制度融資維持対策事業 
9,878,012   

(12,268,000) 
14 

 

 ４ 中小企業の振興に関する市民の理解を深め、協力を促進すること       

中小企業振興に関する意識啓発 

(12) 中小企業振興基本条例の啓発活動 
              0 

(0) 
15 

(13) 中小企業振興基本条例啓発事業 
         239,800  

    (441,000) 
15 

 

 ５ 小規模企業者の経営の状況及び成長発展の状況に応じ必要な考慮を払うこと Ｐ１６    

経営革新・技術革新 

再掲 中小企業販路拡大支援事業  5 

創業の促進 

再掲 創業促進事業  6 

再掲 起業家育成資金貸付金  7 

人材の確保・定着 

再掲 中小企業人材育成等事業  8 

再掲 女性・若者活躍推進支援事業  9 

再掲 ダイバーシティ経営企業応援事業 

（旧ワークライフバランス推進事業） 

 
10 

活発な経済活動のための環境整備 

再掲 商店街等活性化支援事業  12 

再掲 中心市街地出店支援事業  13 

金融の円滑化 

再掲 経済変動対策特別資金貸付金  14 
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 R4年度決算額 

（予算額）（単位：

円） 

頁 

 ６ その他                                 

その他 

(14) 企業誘致・雇用拡大等推進事業  
2,470,821      

(3,506,000) 
17 

(15) 中小企業振興対策委員会   
         0       

(122,000) 
18 

(16) 
徳島市産業支援交流センター運営 

※指定管理料 

19,554,000 

(19,554,000) 
19 

(17) コロナ危機突破プロジェクト創造支援事業 
41,435,000 

(46,156,000) 
20 

(18) 
企業とちからあわせる支援金給付事業 

【６月補正】 

25,478,007       

(25,479,000) 
21 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 

 

 １ 中小企業者の経営の革新及び創業を促進すること                            
                                                                                                                                                                                                               

経営革新・技術革新 

事業名 (1) 中小企業販路拡大支援事業 

目的 首都圏などの大規模市場への販路拡大に意欲的な本市中小企業者の販路拡

大の取組に対して補助を行うことにより、販路拡大における基本的なノウハウ

の構築を支援する。 

実施状況 

（方法） 

１ 販路拡大支援補助金                             8件 2,237,000円 

・海外販路拡大    1件   147,000円  ・展示会等出展 4件  1,032,000円 

・製品開発・改良   3件 1,058,000円 

２ 専門家相談・派遣事業 

  中小企業の経営資源の不足を補うため、専門家の知見活用を進めた。 

  無料経営相談(月 6回開催) 計 48回開催、 相談件数 58件 

  フォローアップ相談 訪問企業数 29社（販路 12、創業 14、市街地 3） 

３ IT導入支援事業  IT導入支援事業者数 4社   

４ デジタルプロモーション専門家派遣事業 

JapanMall 事業への出店を目指す事業者に対し、専門家による伴走型支援を実

施。   支援事業者数 4社 

５ ＥＣ参入支援補助金                 16件 2,479,000円 

成果・課題  ○徳島市総合計画 2021 における事業目標 

「販路拡大に効果があったとした事業者割合」（アンケート回答に基づく） 

3年度実績

(計画) 

4年度実績 

（計画） 
5年度計画 

100% 

(90％以上) 

100% 

(90％以上) 
90％以上 

新型コロナウイルス感染拡大による展示会中止等の影響により本補助金の活

用事業者は少なかったものの、補助金を活用した事業者に対するアンケートで

は新規顧客の獲得につながったなど、全事業者から販路拡大に向けて効果があ

ったとの回答を得た。 

今後の 

方向性 

 

中小企業の企業力・競争力を強化するため、引き続き、補助事業や専門家に

よる窓口相談・個別訪問を実施する。また、無料経営相談については、開催回

数を増やすなど利用者の利便性を向上させることで、経営課題解決支援を必要

としているより多くの事業者と支援施策とのマッチングに取り組む。 

3 年度決算額 

（予算額） 

4年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

9,266,853円 

(22,801,000 円) 

9,550,677円 

（19,673,000

円） 

17,000,000

円 
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創業の促進 

事業名 (2) 創業促進事業 

目的 起業・創業を促進することにより、地域における新たな需要を喚起し、地域

の雇用や活力を生み出す。 

実施状況 

（方法） 

創業支援事業者（商工団体、金融機関等）と連携し、創業支援相談会、出張

講座、セミナー等を開催するとともに、創業予定者、創業後間もない事業者等

を対象に、創業に要する経費又は事業の発展に要する経費の一部を補助した。 

１ セミナー等開催費                 1,807,495円 

・創業・経営応援セミナー                       中止 

・コミュニティビジネスセミナー  

(10月6日・13日・20日・27日) 参加者10人（延べ31人） 

 

２ 創業促進事業補助金                  5,563,000円 

  ・創業予定者  3人    ・若年ＵＩＪターン者  1人 

  ・女性・若者 12人     ・創業後間もない事業者 1人 

                                                計17人 

成果・課題 

 

○徳島市総合計画 2021における事業目標 

「創業支援を受けた者のうちの創業者数」 

3年度実績 4年度実績 5 年度計画 

52 人 38人 65人 

令和 4 年度創業支援者の 217 人（-76 人）のうち 38 人（-14 人）が創業し

た。また平成 30 年度から令和 3 年度までに支援した者の内、令和 4 年度に創

業あした者は 0 人（-7 人）、令和 4 年度は合計で 38 人が創業している。コロ

ナウイルス感染症の拡大が続く中、オンラインを含めたセミナー等の開催によ

る参加者の増加に伴い、創業者数の増加に繋がった。 

今後の 

方向性 

平成 30年 7月の産業競争力強化法改正に伴い創業支援施策が拡充し、創業を

支援する事業に加えて創業無関心層に働きかける創業機運醸成事業（起業家教

育等）が創業支援等事業のなかに盛り込まれ、徳島市も改正法に基づき、令和

元年 6 月に変更認定を受けた。引き続き創業支援等事業者との連携に加え、令

和 2 年 11 月に一般社団法人徳島イノベーションベースと地域産業の振興とイ

ノベーションの創出を図ることを目的に連携協定を締結したことから、新たな

創業機運醸成事業にも取り組み、創業促進に努める。また、令和 2 年 7 月には

アミコビル 9 階に徳島市産業支援交流センターを開館し、コワーキングスペー

スの提供と共に創業者等への情報提供に努めている。 

 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

7,370,495円 

(9,340,000 円) 
12,340,000 円 
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 事業名 (3) 起業家育成資金貸付金 

目的 徳島市内で新たに事業を開始しようとする者に対し、開業に必要となる資金

の確保の円滑化を図り、徳島発の起業や新たな生産活動の創造を促進し、地域

経済の発展に資する。 

実施状況 

（方法） 

融資制度を設けて、金融機関に事業資金を預託し、融資を行った。 

 預託額 融資件数 融資額 

03 年度 200,000,000 円 57件 244,622,000 円 

04 年度 200,000,000 円 66件 236,910,000 円 
 

成果・課題 

 

平成 30 年度から、融資上限額を国の創業関連保証の上限引き上げに合わせ

て 1,000 万円から 2,000 万円に引き上げるとともに、設備資金の融資期間を 5

年から 7年に拡充した。 

今後の 

方向性 

利用件数、融資額ともに増加し続けていることから、今後も支援を継続して

いく。 

令和 3年の産業競争力強化法の改正により、創業関連保証が１本化され国の

創業関連保証限度額が 2,000万円から 3,500万円に引き上げられたことから、

令和４年度から徳島市の融資限度額を 2,000 万円から 3,500 万円に引き上げ

た。 
 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

200,000,000 円 

(200,000,000 円) 
200,000,000円 
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 ２ 中小企業者の経営基盤の強化を促進すること                       
                                                                                                                                                                                                       

 
人材の確保・定着 

事業名 (4) 中小企業人材育成等事業 

目的 中小企業等の人材育成や UIJターンを含む人材確保の取組や研修実施に係る

経費を助成し、中小企業の人材確保・育成を支援する。 

実施状況 

（方法） 

１ 中小企業社員人材育成事業 

中小企業の社員を対象とした体系的な研修を 回開催し、74人が参加した。 

２ 徳島市中小企業等人材確保・育成支援事業補助      8件   444,000円 

・人材確保･定着支援事業(インターンシップの受け入れ等) 8件   444,000円 

・事業課題改善研修支援事業（研修の開催・参加）    0件         0円 

 

成果・課題 

 

○徳島市総合計画 2021における事業目標 

「本事業により支援を受けた事業者等数」 

3年度実績

(計画) 

4年度実績

（計画） 
5年度計画 

102 事業者 

(160 事業者) 

71事業者 

(160事業者) 
160事業者 

 

今年度支援を受けた事業者数は、新型コロナウイルス感染拡大の影響による

人材育成セミナーの開催回数減少及び参加人数減少に伴い、支援実績は減少し

ているが、ＢＣＰ策定支援事業において、徳島商工会議所が主催のもと２回に

渡るセミナーの開催に協力することで、事業者９社に対してＢＣＰ策定の促進

を図ることができた。 

 

今後の 

方向性 

引き続き、補助制度やセミナーの周知を強化するとともに、中小企業におけ

る人材不足の解消と人材力向上への取り組みが推進されるよう支援に努める。 

 

3年度決算額 

（予算額） 

4年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

1,442,581円 

（2,523,000

円） 

   904,003 円 

（2,265,000

円） 

2,180,000円 
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事業名 (5) 女性・若者活躍推進支援事業 

目的 人口減少の進展により地域経済が縮小に向かう中で、最大の潜在労働力であ

る女性の活躍を推進することにより、地域経済活性化を図る。また、若年非正

規労働者正規化促進事業の廃止に伴い、男性を含む若年労働者の就労支援につ

いても、当事業を通じて推進していく。 

実施状況 

（方法） 

出産・育児等のために離職した女性や若年男性の就労支援やスキルアップを

図るため、各種セミナー等を行った。 

１ 再就職やスキルアップを支援するための講習の開催 

女性及び若年男性が再就職するにあたり必要となるスキルアップや職業人

としての意識啓発などについての講習（自分探し講座、話し方講座等）を、

10日間にわたり実施した。 

日 程：令和 5年 1月 10日～令和 5年 2月 8日 10日間 

受講生：14人（うち就職決定 8人） 

２ 就労支援 

  個別相談や公益社団法人徳島県労働者福祉協議会との連携による「中途採

用マッチングフェア」（徳島県事業）への参加案内を行った。 

  

成果・課題 

  

○徳島市総合計画２０２１における事業目標 

「セミナー等参加者の就職者数」（累計） 

3年度実績 

（計画） 

4年度実績 

（計画） 
5 年度計画 

44 人 

(35人) 

52人 

(40人) 
45人 

令和 4年度は前年と同様、新型コロナの影響により、受講人数及び回数を縮

小して実施した。令和 3年から就職につながる取り組みとして、講習に職場実

習を組み込むことを検討していたものの、コロナ禍のため実施は困難であっ

た。このため、令和 4年度は「企業が求める人材」について企業から話を聞け

る講座を実施した。 

就労・スキルアップ支援につながる講座等を、女性や若者といった幅広い対

象に向けて実施するため、事業を必要とする対象者に周知することができるよ

うに、積極的な広報を行う必要がある。 

今後の 

方向性 

 就職・再就職を希望する女性や、企業等で働く女性、また、男性を含む若者

の就労やスキルアップに結びつく実効力のある事業としていく。 

4年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

900,000円 

(900,000円) 
900,000円 
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事業名 
(6) ダイバーシティ経営企業応援事業 

（旧ワークライフバランス推進事） 

目的 女性・若者・障害者・高齢者等の多様な人材が活躍できる社会の実現を目指

して、ダイバーシティ経営を行っている市内中小企業者を認定することによ

り、多様な人材が意欲的に仕事に取り組める職場風土の醸成や、働き方の仕組

みの整備向上を図る。 

実施状況 

（方法） 

ダイバーシティ経営を行っている市内中小企業を「徳島市ダイバーシティ経

営企業」として認定し、ホームページ等で公表。認定を受けた企業のうちより

優れた企業に対して奨励金を支給する。さらに、奨励金交付対象の企業には表

彰を行った。 

（H29～R3 年度まで実施していたワークライフバランス推進事業をバージョ

ンアップさせたもの） 

成果・課題 

 

 ○徳島市総合計画２０２１における事業目標 

「徳島市ダイバーシティ経営企業認定数」累計 

(令和３年度までは「徳島市職場環境・働き方改革宣言企業数」としてカウン

トしている) 

3年度実績 

（計画） 

4年度実績 

（計画） 
5 年度計画 

36社 

( 36 社 ) 

44社 

( 51社 ) 
66社 

市ホームページや広報紙、関係機関等を通して事業の周知を行ったことによ

り、８社が認定を受けた。 

今後の 

方向性 

令和 5年度もこの事業を通じて、多様な人材が意欲的に仕事に取り組める職

場風土の醸成や、働き方の仕組みの整備向上を図る。 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

700,000円 

(1,500,000 円) 
1,500,000円 
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事業名 (7) ハローワークとの共催による就職面接会の開催 

目的 ハローワーク徳島と共催で就職面接会を開催することにより、地元企業への

就職を支援し、女性の労働市場への参加促進や高齢者の労働力の活用を図る。 

実施状況 

（方法） 

 ハローワーク徳島との共催による就職面接会 

日  時：令和 4年 11月 21日 13時 30分～15時 30分 

場  所：あわぎんホール 4階 大会議室 

参加対象：・徳島市での就職を希望される方 

  

 全 体 

参加企業 24社 

求 人 数 129人 

参加者数 41人 

採用者数 5人 

就 職 率 12.2％ 
 

成果・課題  意欲と能力に応じて活躍できる職場環境づくりを推進するため、女性（子育

て世代）、高齢者及び若者を対象とした市とハローワーク徳島が共催する就職

面接会を開催する。就職面接会の参加企業を募集する際に、市が誘致した企業

やワークライフバランス推進事業において働き方改革宣言をした企業等に、市

から参加を呼びかけ、人材確保を支援する。 

今後の 

方向性 

 中小企業における人材不足や人材流出は、企業の経営に影響を及ぼすこ

と、また一定の成果を上げている事業であるため、今後も継続していく。 

（予算を伴わない事業である） 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

0 円 

(0円) 
0 円 
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活発な経済活動のための環境整備 

事業名 (8) 商店街等活性化支援事業  

目的 中心商店街の空き店舗への入居促進やにぎわいづくりの活動に対して助成

等を行い、商店街の活性化、まちづくりの推進を図る。 

実施状況 

（方法） 

１ 商店街活性化支援事業費補助                399,000円 

商  店  街  名 事業概要 
助成額

（円） 

東新町１丁目商店街振興組合 
東新町ウインター 

イルミネーション 
300,000 

両国本町商店街振興組合 両国えびす祭り 99,000 

２ 中心商店街通行量調査事業費                  500,000円 

  徳島商工会議所と共同して中心商店街の通行量調査を実施した。 

３ 中心市街地賑わい創出事業費補助              192,000円 

 

成果・課題 

 

○徳島市総合計画２０２１における事業目標 

「空き店舗改装・イベント開催の支援件数」 

３年度実績 

（計画） 

４年度実績

（計画） 
５年度計画 

１件 

( ５件 ) 

２件 

( ５件 ) 
５件 

空き店舗改装については、３年度１件、４年度２件であった。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、商店街組合によるイベント開催や

新規出店のための改装などについては、見合わせている状況である。 

 

今後の 

方向性 

５年度予算では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中心市街地

における商業・サービス業の振興及びまちづくりの推進を図る取り組みにつ

いて、引き続き推進していく。また、子育てほっとスペース事業が令和４年度

末をもって終了し、これまで当事業が担ってきた商店街活性化策を強化する

ために、各商店街の自主的な取り組みをさらに促し、また市と地域商業団体

当が協同で中心市街地の活性化を推進するための事業を行う。 

 

４年度決算額 

（予算額） 
５年度予算額 

1,091,000円 

(3,900,000 円) 
11,850,000 円 
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事業名 (9) 中心市街地出店支援事業  

目的 中心市街地におけるにぎわいづくりを図るため、内町・新町地区の空き店

舗に新たに出展する場合において、出店に必要な改装費用の一部を支援し、

商店街の活性化、まちづくりの推進を図る。 

実施状況 

（方法） 

１ 中心市街地出店支援事業費補助              2,012,000円 

  対象となる中心商業地区において、空き店舗の活用又はテナントミックス
の推進を目的とする空店舗の改装事業について支援を行う。 
 対象とする中心商業地区は、徳島市企業立地促進条例施行規則（平成２９
年規則第２１条）に定める区域。内町・新町地区（一部対象外）。 
 補助金額 上限３０万円（改装工事費２/３） 
 

成果・課

題 

 

〇申請件数：７件 
補助件数：７件 
業  種：小売２件、飲食４件、サービス１件 

 

○徳島市総合計画２０２１における事業目標 

「本事業利用による新規出店件数」     

 

３年度実績 

（計画） 

４年度実績

（計画） 
５年度計画 

７件 

(15 件) 

７件 

(15件) 
１５件 

 

 

今後の 

方向性 

 ５年度予算では、中心市街地におけるにぎわいづくりを創出し、まちづくり

の推進を図るため、引き続き取り組みを推進していく。 

 

４年度決算額 

（予算額） 
５年度予算額 

2,012,000円 

(4,500,000 円) 
4,500,000円 
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 ３ 中小企業者の経済的社会的環境の変化への適応の円滑化を促進すること                         
                                                                                                                                                                                                               

   
金融の円滑化 

事業名 (10) 経済変動対策特別資金貸付金 

目的 徳島市内の中小企業者が、経済変動、経営環境又は社会環境の変動等による経営

の不安定を改善するための資金の融資の円滑化を図る。 

実施状況 

（方法） 

融資制度を設けて、金融機関に事業資金を預託し、融資を行った。 

 預託額 融資件数 融資額 

03 年度 400,000,000 円 7件 172,000,000 円 

04 年度 400,000,000 円 6件 125,000,000 円 
 

成果・課題 

 

新型コロナによるセーフティネット保証の利用増加に伴い、融資件数・額と

も減少しているが、今後も需要を見込んでいることから、引き続き、予算の範

囲内での資金運用を図り、支援を行う。 

今後の 

方向性 

中小企業者の経営の安定化を図るために、今後も支援していく。 

4年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

400,000,000 円 

(400,000,000 円) 
400,000,000 円 

 

 

事業名 (11) 制度融資維持対策事業 

目的 市の実施する融資制度において、中小企業者が負担する信用保証料を引き下げ

ることにより発生する徳島県信用保証協会の保証料減収額に対し、予算の範囲内

で補助金を交付することで、制度融資の枠組を維持し、中小企業に対する金融の

円滑化を図る。 

実施状況 

（方法） 

制度融資における保証料率の引き下げによる保証料の差額を補てんした。保証協

会は年度当初に補助金の交付申請を行い、市は保証協会からの請求に基づき、補助

金を交付した。 

決算状況                      （単位：円） 

 経済変動対策 

特別資金 

起業家育成 

資金 

小口資金 

（H28廃止） 

合計 

04年度 5,124,704 4,753,269     39  9,878,012 

 

成果・課題 制度融資における保証料率の引き下げによる保証料の差額を補てんした。近

年制度利用者が増加していることに伴い、補てん額が増加しているため、今後

の補てん額想定を慎重に行う。 

今後の 

方向性 

 

 

 

 

 中小企業者の経営の安定化を図るために、経済変動対策特別資金及び起業家

育成資金によって今後も支援していく。 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

9,878,012 円 

(12,268,000 円) 
12,813,000 円 
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 ４ 中小企業の振興に関する市民の理解を深め、協力を促進すること                   
                                                                                                                                                                                                               

   
中小企業振興に関する意識啓発 

事業名 (12) 中小企業振興基本条例の啓発活動 

目的 平成27年4月1日に施行された徳島市中小企業振興基本条例は、市の中小
企業の振興に関する基本理念及び市の施策の基本となる事項を定めてお
り、市の責務、中小企業者等の努力、大企業者等の役割等を明らかにし、
中小企業の振興に関する取組を総合的に推進し、地域経済の健全な発展及
び市民生活の向上に寄与する。 

実施状況 

（方法） 

徳島市のホームページに中小企業対策委員会の会議録や中小企業振興基本
条例等を掲載し、当課の窓口ではパンフレットを配布し啓発している。 

成果・課題 中小企業の振興に向け市の責務や施策の基本方針を定める徳島市中小企業振
興基本条例を普及し、徳島市の行政運営の柱の一つとして取り組む姿勢を明確
にするとともに、様々な主体の果たすべき役割について意識啓発を行う。 

今後の 

方向性 

今後とも、社会全体で中小企業の振興に取り組むため、中小企業振興基本

条例の普及啓発に努める。 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

0 円 

(0円) 
0 円 

 

 

事業名 (13）中小企業振興基本条例啓発事業 

目的 中小企業振興基本条例第 11条に基づき、児童・生徒の勤労観等の醸成を促進

し、体験活動等の充実に努めるため、児童・生徒を対象とした企業体験ツアー

を実施し、中小企業振興基本条例の啓発を図る。 

実施状況 

（方法） 

市内の小学5・6年生を対象に夏休み企業体験ツアーを実施し、市内の中小企
業を訪問して事業所見学、作業体験等をした。 

実施日：令和4年8月3日(水) 9:30～15:30 
訪問先：長尾織布合名会社、株式会社さわ、江淵鏡台店  
参加者：10人 

成果・課題 藍染め体験や遊山箱の絵付け体験等を通じて徳島の中小企業や地場産業を

知ってもらい、企業体験を通じて勤労観等の醸成を図った。 

今後の 

方向性 

 

 

 

 

 

平成２８年度の事業開始から７年が経過しており、条例に定める目的を達
成したとして、本事業は休止する。 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

239,800円 

  (441,000 円) 
273,000 円 
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 ５ 小規模企業者の経営の状況及び成長発展の状況に応じ必要な考慮を払うこと                      
                                                                                                                                                                                                               

     

経営革新・技術革新 

再掲 中小企業販路拡大支援事業  5頁 

創業の促進 

再掲 創業促進事業  6頁 

再掲 起業家育成資金貸付金  7頁 

人材の確保・定着 

再掲 中小企業人材育成等事業  8頁 

再掲 女性・若者活躍推進支援事業  9頁 

再掲 ダイバーシティ経営企業応援事業 

（旧ワークライフバランス推進事業） 

 
10 頁 

活発な経済活動のための環境整備 

再掲 商店街等活性化支援事業  12 頁 

再掲 中心市街地出店支援事業  13 貢 

金融の円滑化 

再掲 経済変動対策特別資金貸付金  14 頁 
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 ６ その他                                                                                                                                                                                                                                                

    
その他 

事業名 (14) 企業誘致・雇用拡大等推進事業 

目的 本市経済の活性化と雇用の創出を図るために、雇用創出効果の高いコールセ

ンター等の立地を促進し、地域産業の情報化の推進と雇用の場の提供を図る。 

実施状況 

（方法） 

雇用の場を確保するため、H29 年度の条例制定から、立地に対する地元雇用

奨励施策の対象を拡大しているほか、オフィス活用型企業立地、本社機能移転

の奨励措置を設けている。 

＜情報通信関連事業の場合＞ 

１ 雇用奨励金 

 新設されるコールセンター、データセンター、ソリューションセンター、事務処

理センター、デジタルコンテンツを営む会社の事業所を対象に地元雇用される

者（週の労働時間が 30 時間以上の者で、引き続き１年以上市内に住所を有して

継続して雇用された者）1 人あたり 40 万円を補助する。上限 4,000 万円（指定

後 5年間）。 

２ 施設整備費補助金  

施設整備に要した費用の 1/4又は 1年目に交付した雇用奨励金のいずれか低い方

の額を補助（上限 500万円）。 

３ 入居施設賃料補助金 

 指定区域内に事業所を新設する場合、賃料の 1/4 を 3 年間補助（上限 300 万

円/年） 

令和４年度の補助金交付実績 

交付対象 雇用奨励金 施設整備費 賃料補助 合計 

4人 1,600,000円       0円 870,821円 2,470,821円 

 

成果・課題 

 

○徳島市総合計画２０２１における事業目標 

「雇用奨励金適用人数」累計 

3度実績 

 

4年度実績 

（計画） 
5 年度計画 

432件 
436件 

( 441件 ) 
471件 

令和 4年度は工場 1件、情報通信関連企業 1件を奨励指定した。 

今後の 

方向性 

 県や関係機関と連携しながら、平成 29 年度から奨励措置を拡大した企業

立地促進条例に基づき、オフィス活用型企業立地、本社機能移転等に取り組み、

新たな雇用創出、地域経済の活性化を目指す。 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

2,470,821円 

(3,506,000円) 
13,801,000円 
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事業名 (15) 中小企業振興対策委員会 

目的 中小企業関係団体の代表者等で構成する中小企業振興対策委員会を開催し、

中小企業の振興対策及び中小企業の振興に関する施策の推進に係る事項の調

査審議を行う。 

実施状況 

（方法） 

徳島市中小企業振興対策委員会 

日 時：新型コロナウイルス感染症のため、中止。 

場 所：－ 

議 題：－   

 

成果・課題 

 

 － 

今後の 

方向性 

中小企業振興基本条例第 13条に基づき、中小企業の振興を市の重要課題とし

て位置づけ、中小企業の振興に関する施策を中小企業振興対策委員会で審議し

ていく。 

 

4 年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

0円 

(122,000円) 
122,000円 
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事業名 (16) 徳島市産業支援交流センター運営 

目的 徳島市産業支援交流センターの運営 

実施状況 

（方法） 

徳島市の木工や藍染めなどの地場産業をはじめとした本市の産業の振興を

図り、徳島市の新たな産業振興の拠点として、アミコビル１階及び９階に整

備した施設である。令和２年７月１日開設。 

 

成果･課題 〇施設の利用状況 

 １階 ９階 

利用者数 

(延べ人数) 

R3 15,149 人 5,148 人 

R4 17,084 人 10,630 人 

売上/収入 
R3 約 995万円 約 104 万円 

R4 約 1,155万円 約 273 万円 

 ※令和４年４月～令和５年３月まで 

施設１階では、令和４年４月に三越徳島がグランドオープンしたことによ

り利用者数が増加し、売上高の増加がみられた。施設９階でも９月にとくぎ

んトモニプラザ（徳島県青少年センター）がグランドオープンしたことによ

り、来場者数が大きく増加するとともに、有料スペースの利用が増えてい

る。 

今後は、新型コロナ感染症の第５類への移行により想定されるインバウン

ド需要を、売り上げの増加に繋げていく必要がある。 

 

今後の 

方向性 

 本市の地場産業のさらなる振興を図るとともに、人が集まる交流の場とし

て、徳島市の活性化と活力あるまちづくりの実現を図る。 

4年度決算額 

（予算額） 
5年度予算額 

19,554,000円 

(19,554,000 円) 
20,125,000 円 

 ※指定管理料 
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事業名 (17) 令和４年度版徳島市コロナ危機突破プロジェクト創造支援事業 

目的 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた地域の経済活性化を図ることを

目的として、民間事業者が中心となって実施するプロジェクトに対し、必要

な経費の一部を助成する。 

実施状況 

（方法） 

＜補助対象事業＞ 

① 本市内の複数事業者に対する波及効果が見込まれる取組み 

② ニューノーマル時代における地域課題の解決を目指す持続可能な取組み 

③ 新しい仕組みやサービスを生み出す取組み 

＜補助メニュー＞ 

① 経済活性化部門（地域経済の活性化全般） 

  ・補助率：補助対象経費総額の 10/10以内 

  ・補助上限額：500万円（下限額：100万円程度） 

②  公共施設等誘客・利活用部門（既存の公共施設を利用した誘客） 

  ・補助率：補助対象経費総額の 2/3以内 

  ・補助上限額：1,000万円（下限額：200万円程度） 

＜補助期間＞ 

  補助金交付決定～令和５年２月２８日まで 

＜補助対象経費＞ 

  ・旅費  ・人件費  ・借料及び賃料  ・外注加工費 

  ・備品購入費  ・報償費  ・通信運搬費  ・広報印刷費 

  ・その他市長の認める経費 

成果･課題 

 

＜実績額＞ 

申込枠 申込件数 最終採択件数 交付決定額 

経済活性化部門 16件 6件 23,906,000円 

公共施設等誘客・利

活用部門 
2件 2件 17,499,000円 

 

今後の 

方向性 

令和３年度に引き続き、緊急的な事業として令和４年度も実施された。 

4年度決算額 

（予算額） 

41,435,000円 

（46,156,000円） 
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事業名 (18) 令和４年度版企業とちからあわせる支援金給付事業 

目的 新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けた中小企業者に対し、

一時金を支給し、事業の継続を支援することを目的とする。 

実施状況 

（方法） 

＜給付対象者＞ 

①徳島市内で事業を営む中小企業者であること。 

②令和 3 年 11 月 1 日から令和 5 年 5 月 31 日までに、徳島市からセーフティ

ネット保証（中小企業信用保険法第 2 条第 5 項第 4 号若しくは第 5 号）又は

危機関連保証（同法第 2 条第 6 項）の申請を受理され、認定を受けているこ

と。 

③ ②の申請で、直近の売上高が、対象月との比較で 20％以上減少しているこ

と。 

＜給付額＞ 

 １事業者あたり 10万円 

＜申請方法＞ 

① 対象事業者に対し、徳島市から申請書類を送付する、 

② 申請書類及び必要書類を添付し、徳島市に提出する。（原則郵送） 

③ 書類の確認後、支援金を入金する。 

成果･課題 

 

支援金の給付実績 

対象事業者 給付件数 給付総額 

273件 254件 25,400千円 

 

 

 

 

今後の 

方向性 

 中小企業者の事業の継続支援を目的とした事業であり、令和2年度からの継続

事業となっているが、緊急的な事業である。 

4年度決算額 

（予算額） 

25,478,007円 

（25,479,000円） 
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